
 

 

地籍調査及び統計調査等の推進等に関する提言 
 

地籍調査及び統計調査等について、計画的・効率的な事業の推進を図るため、国は、

次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．地籍調査事業を円滑に推進するため、複数年度契約を可能とするなど、国庫補助

負担制度を見直すとともに、十分な財政措置を講じること。 

また、地籍調査における境界確認の効率化を図るための方策について、検討する

こと。 

 

２．各種統計調査については、調査を円滑に実施できるよう、調査項目を適宜見直す

とともに、必要な財政措置を講じること。 

また、市町村別の調査データをデータベースとして公開し、活用しやすいように

すること。 

 

３．基幹統計調査については、調査業務を国直轄調査の方法へ拡大・移行するととも

に、統計調査の民間委託を推進することにより、都市自治体の負担軽減を図ること。 

また、地域の実情に応じた効率的な調査を行うため、国勢調査の基本単位区のあ

り方について検討すること。 

 

４．所有者が不明である不動産については、調査のために膨大な時間と労力を要する

ことから、当該業務を円滑に進めるため、所有者不明の不動産の処分等に当たって

必要となる手続の制度化を検討すること。 

また、不動産の競売に当たり、買受人が適正に所有権移転登記を行うことができ

るよう、必要な対策を講じること。 

 

  


